







生受入れ等の教育産業の振興をはかっている．現在の教育制度は 1980 年，81 年に大改革された骨組
みが基になっており，初等教育（小学校）6 年，セカンダリースクール（中学校）4 年の義務教育と，

























　シンガポールが 1959 年にイギリスから内政自治権を獲得した当時，失業率は 13.5％にもおよんで
− 112 −
いた．マレーシア連邦から切り離された格好で独立した 1965 年から 70 年代は，高失業率改善が国
家の生き残りをかけた課題であったことから，労働集約型産業の経済戦略で雇用創出に取り組んで
いった．1967 年の経済拡大奨励法制定後から 70 年代後半は，外資を精力的に誘致することで輸出志
向型産業を推し進め「生存重視型（survival-driven）」の工業化に成功している．
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　小学校では，授業時間の約 6 割に語学，2 割が数学，残りの 2 割に道徳，科学，社会，美術，音楽，
体育が組み込まれ，英語と母語（代表エスニック言語）の二言語能力優先となっている．1980 年代
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以降は，1 年から 4 年生までの基礎教育期間における英語と母語，数学の習熟度によって，5 年次か



















　2013 年度は，小学校入学時コーホート（同学年齢）の約 7 割弱が「エクスプレス（Express）コー
ス」に進んでおり，残りはそれより下の「ノーマルコース」に振り分けられる．ノーマルコースは 2
つあり，技術教育だけでなく学術教育も行う「ノーマル・アカデミック（Normal	Academic）コース」
（以下 N-A コースと記す）に約 2 割が進み，そのワンランク下の技術教育の「ノーマル・テクニカル
（Normal	Technical）コース」（以下，N-T コースと記す）に約 1 割が振り分けられている．
　エクスプレスコース 4 年修了時には，中等教育修了書となる全国統一テスト「GCE-O レベル
（Singapore-Cambridge	General	Certificate	of	Education，Ordinary	Level）」を受験し，その GCE-O
レベル試験の結果によって，次の教育段階に振り分けられる．



























N-A コース修了者の約 7 割はもう一年多く在籍し，セカンダリー 5 年修了時にできるだけ多くの科
目の O レベル試験合格に挑戦している．
注：Nitec: National Institute of Technical Education Certificate.
出典：Ministry of Education,
GCE N(T) Level
Press Releases: December 17, 2012.
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図 2：ノーマルコース生のディプロマ取得の道
注：Nitec: National Institute of Technical Education Certificate.
出典：Ministry of Education,
GCE N(T) Level
Press Releases: December 17, 2012.
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　2013 年の O レベル合格率は約 3 割で，成績が著しく振るわなかった者は，日本の職業訓練学校や
実業高校に当たる 1 年から 2 年の ITE（技術教育学院）を経て就職することになる．ただし，O レ
ベル 2 科目（英語，数学等）以上の合格と GCE-N-A レベル試験に合格していれば，ITE の Higher	
Nitec 修了（Higher	National	ITE	Certificate）コースに進み，ポリテクニックのディプロマ取得や新
設された ITE 技術ディプロマ取得に進むチャンスがある．また N-T コース生にも Nitec 修了（National	












　ITE の修了書には，Nitec と，それよりもワンランク高い Higher	Nitec，そして社会人向けの職業































































　2013 年度から，N-A コース 4 年修了生は GCE-O レベルを受験しなくても，成績上位 10％が 1 年
間の技術プログラムを経ればポリテクニックに進める「ポリテクニック基礎プログラム（Polytechnic	
Foundation	Programme:	PFP）」と，上位 11％～ 30％には約 10 週間の準備プログラム受講後，
ITE で 2 年間の Higher	経由でポリテクニックに入学できる「ダイレクト・エントリー・スキーマ
（Direct-Entry-Scheme:	DES）」プログラムを新設している（図 3 参照）．これらは英語と数学のほか
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アジア料理学，西洋料理学など 57 コースあり，Higher	Nitec には，会計学，製造技術，航空エンジ
ニアリング，美容・スパ経営，土木・建築設計，幼児教育，電気工学，機械工学，救急医療介護など







　教育省は 2014 年から，労働力の有効活用を狙って，N-T コース生で識字能力と算数が十分でない
生徒に，ITE で 1 年間の「Nitec	基礎プログラム（Nitec	Foundation	Progaramme:	e-NFP）」を試験











ば，2012 年の年代別学歴は，25 歳から 34 歳では大卒以上が 49.3％で，ディプロマや高度専門技能
修了書保持者は 24.7％を占めている．2002 年調査では，それぞれ 30.5％，19.1％であったことから，
この 10 年で大きく上昇していることがわかる．大卒以上をみると，55 歳以上は約 7％にすぎないが，










　2011 年 8 月の独立記念日演説（National	Day	Rally	Speech）で，リー・シェンロン首相は 2020 年
までに公立大学および政府支援大学に現在よりも 3,000 人増の受入れ定員拡大を計画しており，大学








い留学生を誘致し，2015 年までにシンガポールで学ぶ留学生数を 15 万人に増やし，国内総生産（GDP）
















　2012 年度の学生割合は，シンガポール人学生が 79％，外国人留学生が 16％，永住権保持者が 5％で，
留学生割合は前年比で微減している．留学生総数も 2002 年の 5 万人から，2008 年には 96,900 人を
記録したものの，翌年以降はリーマンショックの余波を受けたこともあり，徐々に減少し，留学生誘
















WSQ）として，外食，小売り，観光など 29 業種を対象に資格制度を導入している．また，CET の
拡充に向けて CET 革新基金を設置し，新たな革新的な研修方法を採用する研修提供機関や専門家に
補助金を提供している．WDA によって認定された講座や職業訓練専門学校等で実施される CET プ
ログラムに企業が従業員を派遣した場合，受講費用の 90％の補助金が交付される．しかも，従業員












































	 2）	 シンガポール教育省の 2013 年統計によると，2012 年の公的教育機関の生徒・学生数は，初
等教育学校で約 24.6 万人（175 校），中等学校で約 18.4 万人（154 校），初中等ミックス校で 3.76
万人（15 校），ジュニアカレッジとセントラライズド・インスティチュートで約 1.98 万人（13 校），
ITE で約 3 万人（3 校），ポリテクニックで約 9 万人（5 校），大学で約 8 万人（4 校）など総数
約 69 万人となっている．
	 3）	 シ ン ガ ポ ー ル 教 育 省 ホ ー ム ペ ー ジ『Our	Education	System』「The	Singapore	Education	
Journey」2012 年 7 月 22 日更新版による 2013 年版では，	‘A’レベルに向かっての統合プロ
グラム（Integrated	Programmes:	IP）実施校は 2013 年現在 19 校．6 年間の中高一貫教育は
National	Junior	College ほか 7 校 . このほか始めの 4 年間はセカンダリースクールで，残りの 2
年間はジュニアカレッジ協定校に進んで学んでいく．したがって，協定セカンダリーの生徒数は，
1 年生は 300 人でも 5・6 年生では 600 人になることもある．
	 4）	 シンガポール統計局による 2012 年の総人口は 531.2 万人で，うち国民は 328.5 万人で，永住
権所持者 53.3 万人と一時滞在者 149.4 万人を合わせると，総人口の約 4 割が外国人である．海
外に居住するシンガポール人は 2012 年で約 20 万人に及び，英国をはじめ英語圏と中国に集中
している．
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　　　2012 年に中国における留学生出身上位国は，韓国 63,488 人，米国 24,583，日本 21,126，タ





　　　シンガポール人の留学先で人気のオーストラリアは，2010 年には 9,000 人（うち同年入学 3,000
人）だったが，2013 年には 8,100 人（同 2,700 人）と減少している．一方，シンガポール国内でオー
ストラリアの大学が提供する課程を履修する学生は，2008 年は 1 万 5 千人だったが，2013 年に
は 2 万 6 千人に増え，その 7 割がシンガポール人であると推定されている．学士など学位を提
供している外国の大学で学生が多いのは，シンガポール経営学院と提携しているロイヤルメルボ
ルン大学で，在校生が 6,500 人に上る．続いて，マードック大学 5,500 人，ジェームズ・クック
大学 3,000 人，カーティン大学 2,000 人で，国内の大学に進学できなかった学習者が，留学しな
くても，国内で学士を取れるようになったことは進展である．
	 5）	 統計庁年報によれば，2012 年の ITE 修了者は 11,813 人，ポリテクニックのディプロマコー
ス修了は 25,063 人，大学学位取得は 14,031 人で，年々ポリテクニックと大学学位取得者数が増
えている．	
	 6）	 シンガポール国籍を取得した外国人は，2000 年には 7,600 人であったが，2005 年には 13,200
人に倍増し，2008 年からは 2 万人前後に増えていった．永住権認可も 2008 年には 79,000 人へ
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Singapore’s Educational System and Manpower Policy
　
OKAMOTO Sachiko
Abstract: This paper will examine a shift in the educational system in Singapore to support the national 
manpower policy. While Singapore’s educational system is noted for its full-fledged meritocracy, the   ministate 
where the citizens are the only resource has found its educational policy to be  key in directly linking to the 
survival of the nation.  From the beginning of compulsory education, academic performance has been the basis 
for choosing elite talent, whereas students deemed otherwise have been trained in practical skills useful to the 
society.  Although such manpower policies have failed in many countries, the success of Singapore is due to 
organized cooperation among respective ministries, agencies and departments to achieve the goal of economic 
development through its human resources development.
